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令和 6 年度 厚生労働省科学研究費補助金 

職場における女性の健康保持増進のための効果的な産業保健活動の確立に向けた研究 

更年期症状に対して職場が取り組むべき支援や配慮に関する文献調査 

研究分担者 原田 有理沙 （産業医科大学 両立支援科学 助教） 

研究要旨： 

【背景】更年期症状は身体的および精神的な負担を引き起こし、女性労働者に働きにく

さをもたらす。しかし職場による具体的な介入や配慮に関する実証的な知見は限られ

ている。そこで、女性労働者が就労の質を一定程度保ちながら働きやすい環境整備を目

指す両立支援の観点から、更年期症状に対する職場の取り組みに関するスコーピング

レビューを実施した。 

【方法】１）PubMed を用いて検索した。検索用語には更年期症状と職場環境に関連す

る文献を包括的に収集できる Meshを採用した。 

２）研究者 4名が独立して事前に決めた基準に従って文献を選抜した。 

【結果】検索の結果 1128件の文献が得られ、選抜によってタイトルで 219件、要約及

び全文で英語論文 49件を特定した。研究の種類は、横断研究 20件、質的研究 10件、

RCT 3件、RCT以外の介入研究 3件、コホート 3件、混合研究 3件、その他 7件であっ

た。更年期症状に対して職場が取り組むべき支援や配慮に関する知見として３つのテ

ーマに分類し、整理された。 

１）職場が取るべき支援策として、職場の更年期ポリシーの策定または健康ポリシーへ

の包含、既存の産業保健体制・メンタルヘルス対策支援の強化、Presenteeismの評価、

休みを取りやすい勤務形態や制度、騒音・換気等の作業環境の改善、トイレや更衣室な

どのリフレッシュ空間の拡充、健康増進プログラム、管理職への教育（更年期の知識、

意識・理解の向上、適切な対応、コミュニケーション、同僚からの支援の促進等）、当

事者への教育（更年期の知識、セルフケア、受療行動等）、経験を共有できるツールや

研修、更年期を含む健康をオープンに議論できる雰囲気や組織風土、が挙がった。 

２）特に支援が必要な症状として挙げられたものは、重度な症状、症状が多い、ホット

フラッシュ、疲労、激しい頭痛、メンタルヘルス不調、神経多様性等であった。 

３）特に支援が必要な対象としては、女性管理職、燃え尽き症候群のリスクがある、ワ

ークライフバランスが悪い、健康に関して自己評価が低い、仕事への不安、仕事への不

満、経済的な困窮や問題、作業内容・職種、交代制勤務、通勤時間、支援が必要なのは

一時期等が挙がった。 

【考察】本研究により更年期症状を経験している女性労働者に対する具体的な職場支

援のニーズが明らかになったものの、エビデンスレベルにはばらつきがみられた。更年

期による働きにくさの経験は個人差が大きいため、職場は申し出をしやすい環境を整

備するとともに、特に支援や配慮が必要な状況を理解することが重要である。今後は、

我が国における職場における支援策の実践とその評価を通じて、さらなる女性労働者
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の健康保持増進を目指すべきである。 

 
研究協力者 
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Ａ．目的 

女性労働者が就労継続するにあたって

は、女性特有の症状が課題となることが

ある。特に就労世代が抱えやすい女性特

有の症状としては、月経、月経中の健康、

更年期前後の健康が挙げられる。 

1986 年の男女雇用機会均等法施行以来、

企業は女性労働者を積極的に受け入れる

ようになり女性の社会進出が進んだ結果、

2022 年度には女性労働力人口は 3,096 万

人まで増加した。女性特有の健康課題と

仕事の両立のニーズは高まっており、こ

れに対応すべく、2015 年には女性活躍推

進法が、2023 年 6 月には女性活躍・男女

共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の

方針 2023）が閣議決定され、生涯にわた

る健康支援について述べられた。しかし、

本邦の多くの企業・職場では、いまだ男性

労働者を主体としていた時代に設計され

た設備や制度が続いている状態があり、

必ずしも女性特有のニーズが満たされて

いるとは言えず、今後さらなる社会的な

取り組みの必要性がある。 

特に、更年期症状は身体的および精神

的な負担を引き起こし、女性労働者に働

きにくさをもたらすものの、職場による

具体的な介入や配慮に関する実証的な知

見は限られている。最近のレビュー報告

では、更年期症状の改善が示された職場

ベースの介入の報告はあるが（Rodrigo 

CH, 2023）、更年期症状を経験している女

性の職務能力の改善が示された職場での

介入は存在しない（Dennis N, 2023）。

Cronin らによる過去 10 年間の文献調査

では、女性を支援する健康関連サービス

がほとんどないことが報告されている

（Cronin,2021）。 

そこで、女性労働者が就労の質を一定

程度保ちながら働きやすい環境整備を目

指す両立支援の観点から、更年期症状に

対する職場の取り組みに関するスコーピ

ングレビューを実施した。 

 

Ｂ．方法 
１）PubMedを用いて検索した。 

（検索日: 2024年 12月 6日） 

検索用語には更年期症状と職場環境に

関連する文献を包括的に収集できる Mesh

を採用した。ポリシーや施策、教育、職場

調整や配慮、産業医及び産業保健スタッ

フによる活動等に焦点を当てた単語も検

索用語に含めた。 

検索式は、以下のように設定した。 

("Menopause"[Mesh] OR menopause OR 

"perimenopause" OR "postmenopause") 

AND ("Employment"[Mesh] OR employment 

OR "Workplace"[Mesh] OR workplace OR 

work OR job) AND (("Support, 

Psychosocial"[Mesh] OR psychosocial 

support OR workplace support OR 

"Workplace Policy"[Mesh] OR workplace 

policy OR workplace education OR 

"Occupational Health Services"[Mesh] 

OR occupational health OR 
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occupational health staff OR "Self 

Care"[Mesh] OR self-care OR "Patient 

Education as Topic"[Mesh] OR 

education OR "Health Personnel"[Mesh] 

OR healthcare professionals OR 

"Physicians"[Mesh] OR physicians OR 

stigma OR workplace stigma OR 

"Workplace Adjustment" OR "Workplace 

Accommodation")) 

 

２）研究者 4 名が独立して事前に決めた

基準に従って文献を選抜した。 

包含基準は、以下のように設定した。 

・ 更年期症状を持つ女性が対象 

・ 就労者または職場が対象 

・ 職場が取るべき支援策に関する知

見を含む 

・ 英語文献 

除外基準は、以下のように設定した。 

・ 更年期症状を持つ女性が対象でな

い 

・ 就労者または職場が対象でない 

・ 職場が取るべき支援策に関する知

見を含まない（社会人口学的特徴、

症状や治療、QOL評価の知見に留ま

る） 

・ 英語以外の言語の文献 

・ レビュー論文 

・ レターやオピニオンなどの実証的

データを含まない文献 

 

 

Ｃ．結果 

 検索の結果 1128件の文献が得られ、選

抜によってタイトルで 219 件、要約及び

全文で英語論文 49件を特定した。 

 

 研究の種類 

研究の種類は、横断研究 20件、質的研

究 10 件、RCT 3 件、RCT 以外の介入研究

3件、コホート 3件、混合研究 3件、その

他 7件であった。 

 

 職場が取り組むべき配慮や支援 

更年期症状に対して職場が取り組むべ

き支援や配慮に関する知見として、３つ

のテーマに分類し、整理された。 

以下、テーマごとに得られた知見を示

す。 

 

テーマ１. 職場が取るべき支援策 

職場が取るべき支援策として挙がった

のは以下の内容である。 

・ 職場の更年期ポリシーの策定または

健康ポリシーへの包含 

Targett Rらによる 2022年での自

治体職員を対象とした質問紙調査で

は、「更年期に関するポリシー」を明

確に制定していない場合でも、職場

全体の健康・福祉戦略に更年期障害

も統合してアプローチする方針を採

用している組織で、更年期に関する

ポリシーを持つ組織と同様の経験が

報告された 3)。包括的な健康ポリシー
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の策定の必要性が示唆された。 

Brown Sらによる 2023年英国での

女性救急隊員を対象とした質的研究

では、一般的な更年期に関するポリ

シーは事務職員にしか適していない

という批判と、最前線で患者と接す

るスタッフにはこのポリシーが無関

係な状況があるため職務の性質に応

じたポリシーが必要であることが、

報告された 38）。職務や職責の性質を

鑑みて、職場で取り残される従業員

がいないような健康ポリシーの策定

が望まれることが示唆された。 

 

・ 既存の産業保健体制やメンタルヘル

ス対策支援の強化 

Ariyoshiらによる 2008年日本での

ケースレポートでは、日本企業にお

ける女性向け健康支援システムの開

発について報告した 31）。女性労働者

全員が働きやすくなることを目的に、

産業保健職が中心となって、産業医

や社外の専門アドバイザー、安全衛

生委員会、セクハラ対策委員会、人事

部等の協力を得て、女性特有の健康

不安を含めたメンタルヘルスの維持

と促進を図る健康マネジメント体制

を構築した 31）。また、同著者による

2009 年の本介入プログラムの評価に

よる報告では、介入によって更年期

症状の訴えの減少（5人→0人）を認

めたものの、更年期障害とメンタル

ヘルスの問題を鑑別することが必ず

しも容易ではないことが明らかにな

った 42）。既存の産業保健体制やメン

タルヘルス対策・支援を強化するこ

とで、更年期障害にも対応できる可

能性が示唆された。 

オランダでは病気休暇証明を産業

医が行う。Geukes Mらによる 2020年

のオランダでの産業医を対象とした

横断研究では、産業医の大多数が更

年期症状による Presenteeismへの影

響（86.5％）、病気欠勤への影響

（91.4％）を認識しているものの、更

年期症状と労働能力の関係の評価

（16.9％）や、欠勤評価の文脈での更

年期障害の診断（62.5％）に困難に感

じていた 7）。その背景として 56.6％

の 産業医が職場で更年期について

話すことがタブーであることを認め

ていた 7）。産業医の更年期に対する前

向きな姿勢（OR 1.11, 95%CI  1.02-

1.20）と正確に診断できる自信(OR 

1.22, 95％CI 1.14-1.31)が、病気休

暇認定における更年期の診断レベル

の高さと有意に関連していた 7）。産業

医が職場の更年期障害への理解を深

め、積極的に関与する必要性が示唆

された。 

Geukes Mらによる 2023年オランダ

での非ランダム化試験では、更年期

による仕事への影響に関するワーク

ショップに参加した産業医が自身の
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担当する職場で部門ごとの上司と女

性労働者、管理職と人事スタッフを

対象に教育ワークショップを実施し

た 13）。（効果の詳細は他の項（上司へ

の教育、当事者への教育）に後述する）

まずは、職域の産業医及び産業保健

職が、更年期障害に関する理解を深

められるような広報活動や研修の展

開が必要だ。また、産業医及び産業保

健職が、更年期障害に関する積極的

な職場教育や啓蒙活動を展開する役

割を担うことが望まれる。 

 

・ Presenteeism の評価 

Oude Hengel らによる 2023年オラ

ンダでの横断調査では、更年期障害

を時々経験する女性（B = -0.54、95％

CI -0.84：-0.24）と頻繁に経験する

女性（B = -1.15、95％CI -1.49：-

0.81）は、症状のない女性と比較し、

労働能力が低いことが報告された 1)。

また、本人の自己評価においても、症

状を時々経験する場合（OR = 1.88、

95 % CI 1.04: 3.41）や、頻繁に経験

する場合（OR = 4.86、95 % CI 2.62: 

9.04)では、症状がない場合に比べて、

自己評価による健康状態が悪い可能

性が高いことが示された 1)。更年期

障害を有する女性を含む労働者の労

働機能障害の評価の必要性が示唆さ

れた。 

Ishimaru Tらによる 2023年日本で

の横断研究では、重度の更年期症状

を有する女性は、症状のない女性と

比較して、プレゼンティーイズムの

オッズが 12.18倍（95%CI 9.09-16.33、

P < 0.001）高かった 48)。すべての更

年期障害を持つ女性が、症状による

仕事のパフォーマンスへの影響を有

しているわけではなく、個別の対応

が必要である可能性が示唆された。 

Filipa M.B. Lãらによる 2022年ス

ペインでの研究では、更年期の声を

使用する仕事（例：教師、歌手、アナ

ウンサーなど）への影響を評価する

ために、自己評価尺度「Menopausal 

Voice-Related Work Limitation 

Scale（MenoVWL）」を開発・検証した

47）。更年期前後のグループ比較では、

更年期後の群で声による仕事制限の

自己評価スコアが有意に高いことが

示された 47）。更年期症状による作業

遂行能力への影響を個別に評価でき

ると、一時的な作業減免の措置を検

討しやすくなる可能性が示唆された。 

 

・ 休みを取りやすい勤務形態や制度 

O'Neill MTらによる 2023年アイル

ランドの横断研究では、更年期障害

の症状緩和に最も効果的と評価され

たのは、更年期に関する管理者の認

識(29％)と柔軟な勤務時間（29％）で

あった 14)。更年期障害を持つ労働者

に対して、柔軟な勤務時間や形態の
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必要性が示唆された。 

Hickey Mらによる 2017年オースト

ラリアでの横断研究では、症状のあ

る女性に対して雇用主ができる支援

の提案に対し、柔軟な勤務時間（ジョ

ブシェアリング、医療受診のための

休暇、定期的な休憩を含む）（58％）、

が挙がった 16）。更年期症状を持つ労

働者にとって、休みがとりやすいジ

ョブシェアリングや通院のための休

暇は、ニーズが高い配慮であること

が示唆された。 

 

・ 騒音、換気等の作業環境の改善 

Ma Lらによる 2023年中国での自然

閉経を早める職業上の危険を特定す

る横断調査では、考えられるすべて

の職業上の危険（異常な作業負荷、芳

香族化合物への曝露、過度の騒音）を

含めて解析したところ、統計的に有

意であったのは騒音（HR = 1.187、p  

= 0.003）のみであった 2)。女性労働

者に対する騒音への曝露低減の必要

性が示唆された。 

O'Neill MTらによる 2023年アイル

ランドの横断研究では、勤務時間の

50%以上の時間ホットフラッシュに

よって作業に影響を受けていること

と、温度・換気の制御との間には有意

な関連が認められた（χ2 （ 6）= 23.0、

p  = 0.001）14)。ホットフラッシュ症

状を有する労働者に対し、温度や換

気の調整の必要性が示唆された。 

一方で、Stuckey BGAらの 2018年

の症例報告では、ほてりやホットフ

ラッシュに対する職場配慮によって

生じた周囲への有害な影響を報告し

た 32）。寒冷蕁麻疹は重篤で、生命を

脅かす可能性のある疾患であるが、

報告症例では、閉経後の同僚が血管

運動神経症状を軽減するためにエア

コンの温度を下げたことで、寒冷蕁

麻疹が悪化した 32）。ホットフラッシ

ュには自由な温度調整が有効である

が、周囲の同僚、職場全体への影響も

考慮すべきである。 

Hickey Mらによる 2017年オースト

ラリアでの横断研究では、症状のあ

る女性に対して雇用主ができる支援

の提案に対し人気の高い順に、温度

調整（72%）、柔軟な勤務時間（58％）、

健康な老化に関するセミナー（50%）、

柔軟な勤務スペース（例：在宅勤務、

異なるオフィススペースへの移動な

ど）（50%）、身体運動プログラム（46%）、

デスクファン（45%）、であった。16）。

更年期症状を持つ労働者にとって、

特に、温度を調整できる配慮や、デス

クファンを置ける配慮、在宅勤務や

柔軟な勤務スペースへの配慮は、ニ

ーズが高い配慮であることが示唆さ

れた。 

Hammam RAらによる 2012年エジプ

トでの質的研究では、更年期障害の
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症状を悪化させる可能性のある労働

環境と職場の設計要因を尋ねたとこ

ろ、劣悪な物理的環境が最大の問題

（91.6%）であり、次いで狭い空間・

混雑（84.7%）、不十分な衛生・休憩・

リフレッシュ施設（83.2%）、劣悪なワ

ークステーションの設計（63.4%）で

あった 21)。 

 

・ トイレや更衣室などのリフレッシュ

空間の拡充 

O'Neill MTらによる 2023年アイル

ランドの横断研究では、更年期障害

の症状緩和に最も効果的と評価され

たのは、更年期に関する管理者の認

識(29％)と柔軟な勤務時間（29％）、

温度・換気制御（13%）、アクセスし

やすいトイレと飲料水（9%）、更年期

に関する情報（9%）、軽量のユニフォ

ーム（8%）が続いた 14)。休憩所の利用

可能性は最も重要でないと評価され

た（3%）14)。更年期障害を持つ労働者

にとっては、他の労働者と同様に、リ

フレッシュ空間は常時必要なもので

はないと考えられるが、症状が強い

時に一時的に凌ぐ際に、速やかにア

クセスでき、快適に利用できるとよ

いと考えられる。 

 

・ 健康増進プログラム（運動、禁煙、受

動喫煙防止） 

Hammam RAらによる 2012年エジプ

トでの質的研究では、職場での健康

促進（ 90.8%）と職場環境の改善

（64.1%）が最も多く挙げられた 21）。

更年期障害を含む健康増進プログラ

ムについて、ニーズがある可能性が

示唆された。 

Verburgh Mらによる 2022年オラン

ダで行われた病院職員に対する単群

前後比較した介入 Pilot研究では、社

会経済的地位の低い中年期女性とい

う、最も支援が必要な集団のひとつ

と考えられる対象に、健康促進プロ

グラムを実施するプロトコルが開発

された 15）。参加のためには、積極的な

幅広い募集活動が必要であること、

中年期女性の健康に関して職業上の

課題であるという認識が組織レベル

で自明であること、個別でよりもグ

ループでのトレーニングの希望が多

かったこと、身体トレーニングの種

類が柔軟な形式であること（筋力、ウ

ォーキング）、勤務時間内か外か、女

性の専門家の配置（西洋以外の出身

女性は男性の専門家とデリケートな

話題を好まない）について、よく検討

する必要性が示唆された 15）。女性労

働者に対する職場の健康増進プログ

ラムでは、更年期前後の課題を包括

するプログラムである必要性が示唆

された。 

Hickey Mらによる 2017年オースト

ラリアでの横断研究では、症状のあ
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る女性に対して雇用主ができる支援

の提案の中で、健康な老化に関する

セミナー（50%）身体運動プログラム

（46%）が支持された 16）。更年期症状

を持つ労働者にとって、職場での健

康増進プログラムは、ニーズが高い

取り組みであることが示唆された。 

Fleming LEらによる 2008年 USに

よる横断研究では、3 つの人種（黒人、

白人、ヒスパニック系）すべてにおい

て、喫煙と家庭・職場での受動喫煙

(SHS)の両方で早期閉経のオッズが

上昇しており、喫煙と家庭・職場での

受動喫煙は早期閉経の有意なリスク

因子であった 17）。SHS 曝露のある非

喫煙者と SHS 曝露のない非喫煙者

を比較した場合、黒人ではオッズは 

6.65倍上昇、白人ではオッズが 1.25

倍上昇、ヒスパニック系では 19.08倍

上昇した 17）。職場での受動喫煙対策

や禁煙を促進するプログラムは、早

期閉経予防の観点からも必要である

ことが示唆された。 

Kocur Pらによる 2017年ポーラン

ドでのノルディックウォーキング

（スキー用ポールに似た専用のポー

ルを使いながら歩く運動）が閉経後

女性オフィスワーカーの上半身筋群

に与える効果を検証したランダム化

試験では、12 週間のノルディックウ

ォーキング・トレーニングプログラ

ム（週 3回、1時間）によって、筋肉

の知覚痛覚閾値において有意な増加

が認められた（僧帽筋上部（1.32 

kg/cm 2から 1.99 kg/cm 2へ）、僧帽

筋中部（2.92 kg/cm 2から 3.30 kg/cm 

2へ）、広背筋（1.66 kg/cm 2から 2.21 

kg/cm 2へ）、棘下筋（1.63 kg/cm 2

から 2.93 kg/cm 2へ））44）。上半身の

柔軟性においても、有意な改善が認

められた（介入群：-1.16±5.7 cm か

ら 2.18±5.1 cm、対照群：-2.52±6.1 

cmから-2.92±6.2 cm）44）。上半身を

使った歩行トレーニングの機会を職

場で提供すると、閉経後の肩こりの

改善が期待できることが示唆された。 

 

・ 管理職への教育（更年期の知識、意

識・理解の向上、適切な対応、コミュ

ニケーション、同僚からの支援の促

進） 

O'Neill MTらによる 2023年アイル

ランドの横断研究では、更年期障害

の症状緩和に最も効果的と評価され

たのは、更年期に関する管理者の認

識(29％)と柔軟な勤務時間（29％）で

あった 14)。職場で影響している更年

期障害の症状について上司と話し合

うことについて、既に話し合ったの

は 13％しかおらず、6％はまだ話し合

っていないが話し合う予定、31％は

話し合ってみたいが話し合うことに

抵抗があると答えた 14)。労働者が更

年期症状を上司に率直に申し出られ
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るような、更年期に関する上司の理

解の重要性が示唆された。管理職へ

のトレーニングが最優先で推奨され

ることが裏付けられた。 

Cronin Cらによる 2024年の組織に

関するケーススタディでは、管理職

は、従業員を支援するために、更年期

に関連する問題について従業員から

サポートを求められた経験があると

答えた上司はわずか 6%にとどまった

ことが報告された 4)。管理職は、正式

な研修ではなく、更年期に関する個

人的な知識や経験を活用し、対応し

ていた 4)。自身の更年期の経験が乏し

い管理職では、まずは更年期を経験

した同僚に助けを求めていると報告

した 4)。更年期障害への理解や支援を

促すことを目的とした、従業員と管

理者の両方からアクセスしやすい形

式のトレーニングや、支援の仕組み

の必要性が示唆された 4)。 

Griffiths Aらによる 2013年英国

での横断研究では、参加者の 4分の 1

（24.9%）は、直属の上司に更年期障

害の症状について話し合ったことが

あり、話し合ったことがない女性（n  

=  496）で最も頻繁に報告された非

開示の理由は、「プライベートなこと」

（62.1%）、「仕事に影響がない」

（42.7%）、「直属の上司が男性である」

（41.9%）、「恥ずかしい」（31.7%）、「直

属の上司のことをよく知らない」

（28.6%）、「直属の上司の方が若い」

（15.3%）であった 5）。62.1%は男性の

直属の上司がおり、84%は自分より年

下の直属の上司がいたと報告した 5）。

また、更年期障害に対する職場での

調整や雇用主による支援策について、

最も効果的と評価されたのは「更年

期障害が健康問題になる可能性があ

るという経営者の認識」（74.3%）、次

いで、「柔軟な勤務時間」（63.5%）、「更

年期障害と職場での対処に関する雇

用主からの情報/アドバイス」（57.4%）

が高評価を得た 5）。雇用主の理解が、

職場環境を整える上で重要であるこ

とが示唆された。 

Prothero LSらによる 2021年英国

での調査では、約 21%の人が更年期症

状により仕事を休む必要があったが、

そのうち半数は上司に正直に理由を

伝えていなかった。職場で十分な支

援を感じていると答えたのはわずか

12%だった 45）。その理由として、恥ず

かしさやタブー感、職場の理解不足、

ネガティブな評価への恐れから、報

告がためらわれていた 45）。 

Bariola Eらによる 2017年オース

トラリアでの横断研究では、上司か

らのサポートが高いこと（β = -0.10、

P = 0.04）は、更年期症状の報告率が

低いことと独立して関連していた 10）。

更年期症状のコントロールには、上

司からのサポートが有用である可能
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性が示された。 

Sawamotoらによる 2024年日本での

横断研究では、会社からの支援を必

要としていたが受けられていない人

は、支援を受けている人に比べて、更

年期症状が中等度以上であるリスク

が約 2.8 倍と有意に高かった（OR 

2.83, 95%CI: 1.38-5.79, P=0.004）

35）。更年期症状を持つ女性労働者に、

必要としている配慮や支援を提供す

ることは、症状悪化防止に有用であ

る可能性が示唆された。 

Schei TSらによる 2023年イギリス

での後ろ向き観察研究では、上司か

らサポートされていると感じると、

仕事を減らしたい/辞めたいという

考えを持つ可能性が弱まる(B -0.05, 

OR 0.95, 95%CI 0.91-0.99, t -2.46, 

p <0.001)ことが示された。上司から

のサポートは、更年期障害を持つ労

働者の就労継続にも有用である可能

性が示された 12）。 

Geukes Mらによる 2023年オランダ

での非ランダム化試験では、更年期

による仕事への影響に関するワーク

ショップに参加した産業医が自身の

担当する職場で部門ごとの上司と女

性労働者、管理職と人事スタッフを

対象に教育ワークショップを実施し

たところ、介入 12週間後、介入群の

女性は、対照群よりも自分の組織が

更年期に配慮していると感じた

（95％CI 0.21-1.41、p  = 0.009）13）。

更年期症状に必要な職場の理解や対

応に加えて、当事者へのセルフケア

についても、上司や人事にも教育す

ることで、更年期障害に関連した仕

事の課題を改善するための職場環境

調整を行う対応が身につくことが期

待される。 

Hardy Cらによる 2019年英国での

ラインマネージャーを対象とした更

年期啓発研修の単群前後比較試験で

は、更年期に関する知識・信念・態度・

自信・職場の同僚と話す意思・行動の

すべてで効果を得た 25）。態度「職場で

更年期の話題を話すこといが恥ずか

しくない」と回答したのは、研修前で

は 56%（そのうち 22.4%が強く同意）

であったが、研修後では 75.8%まで大

幅に増加した（そのうち 33.9%が強く

同意）。研修 4 週後でも、83.6%（そ

のうち強く同意は 37.7%）でと維持さ

れた 25）。自信「職場で更年期について

有益な形で話せる自信がある」と回

答した者は、研修前では 58.1%であっ

たが、研修後では 95.2%(そのうち

50.0％が強く同意)まで大幅に増加

した。職場の同僚と話す意思「部下や

同僚と更年期について話し合う意向

がある」と回答したのは、研修前では

37％であったが、研修後はこの意向

への同意が 69.4％まで有意に増加し

た 25）。行動「過去 4 週間以内に職場
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の誰かに更年期について話した」管

理職の総数は、研修前 47.4%、研修後

49.1%と有意な差は認められなかっ

たが、研修前では話したことがなか

った 30名の管理職のうち、10名が研

修後 4 週間以内に話していた 25）。な

お、研修プログラムは、オンラインに

よる 8 テーマの動画（更年期を知る

意義、更年期とは、更年期の働く女性

への影響、更年期が職場で重要な課

題である背景・理由、具体的にできる

支援、インタビューと会話の例、個人

的な体験談）の視聴、確認テストであ

った。管理者研修によって、更年期に

対する知識・態度・コミュニケーショ

ンの向上が図れる可能性が示唆され

た。 

Hardy Cらによる 2017年英国によ

る質的研究では、閉経前後の就労女

性に自由記述式のオンラインアンケ

ートをし、雇用主や管理者が何をす

べきかを探索した 36)。具体的な内容

を以下に示す。：雇用主/管理者の意

識（更年期に関する知識、物理的な作

業環境（具体的な提案には換気と温

度調節の改善、冷たい飲料水の容易

な提供、デザイン性が高くサポート

力のある座席、卓上扇風機、休憩エリ

ア、トイレへのアクセスなど）、適切

な生地を使用したカジュアルでゆっ

たりとしたスタイルの制服、涼しい

履物の許可））、雇用者/管理者のコミ

ュニケーションスキルと行動（共感

的であること、敬意を払う、無理じい

しない、オープンな質問をする、個人

的に会話し開示の許可ない限り秘密

にする）、望ましくない行動（見下し、

無能扱い、軽薄な態度や冗談、笑い、

話し合いを避ける嫌がらせや罰、批

判的断定的態度）、雇用主のポリシー

（病気による欠勤ポリシー、柔軟な

勤務時間、必要に応じて休憩、職務の

一時的な調整、仕事の調整を行う話

し合い、女性管理職）研修と意識向上

36)。本研究結果には上記のように多岐

にわたるカテゴリの要素が含まれて

いたが、参加者からの声に留まるた

め、本カテゴリのみに分類した。更年

期障害を持つ女性が働きやすい環境

を整備する為には、管理職のみなら

ず雇用主にも研修や啓発が必要であ

ると考えられた。 

Brown Sらによる 2023年英国での

女性救急隊員を対象とした質的研究

では、「女性蔑視的」、「旧態依然とし

た社会」、「男尊女卑的」、「男性優位」、

「家父長的」な男性管理職の態度や

行動があると、更年期に対するサポ

ートを求めづらいことが報告された

38）。更年期症状について相談しやすい

関係性の構築には、管理職へのジェ

ンダー教育の必要性が示唆された。

特に、未だ男性の割合が多い業種や

職種ではその必要性が高いと考えら
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れる。 

 

・ 当事者への教育（更年期の知識、セル

フケア、受療行動、情報提供） 

Verburgh Mらによる 2020年オラン

ダで行われた病院職員に対する介入

研究では、更年期に対する個別教育

プログラムを行ったところ、プログ

ラム参加後、更年期症状に関する総

スコア（GCS）は有意に減少した 18）。

サブスケールについて、Anxiety と

Sexual dysfunction を 除 く

Psychological, Depression, 

Somatic, Vasomotorの 4つで、プロ

グラム参加後に有意に減少した 18）。

生活の質のスコアに変化なく、労働

能力の改善はあったが、統計的に優

位ではなかった 18）。プログラムの内

容について示す 18）。：まず更年期相談、

続いてワーク・ライフ・コーチング・

セッションと身体トレーニング・セ

ッションを同時に実施し、最後に 2回

目の更年期相談が行われた。更年期

相談では、更年期の症状についての

教育、症状が仕事や私生活にどう影

響するか、症状を軽減または対処す

るにはどうすればよいかということ

に重点が置かれていた。更年期ホル

モン療法を検討している参加者は、

婦人科医や、専門医に紹介可能なか

かりつけの医師に紹介された。健康

的な食習慣、身体活動の重要性も説

明され、健康診断（体重、身長、血圧、

ウエスト周囲径）の結果が話し合わ

れた。職場での更年期に関する個別

の教育や相談によって、更年期症状

のコントロールができる可能性が示

唆された。 

Targett Rらによる 2022年での自

治体職員を対象とした質問紙調査で

は、66.1%がかかりつけ医の診察で、

10.7%が代替医療の専門家の診察で

更年期障害に関する助言を求めてい

た 3）。他にも 49.6%がウェブや本から

更年期障害に関する情報を自ら取得

したが、9.1%が友人や家族などにア

ドバイスを求め、4.1%が NICEガイド

ラインを参照していた 3）。15.7%は助

言や情報にアクセスしていなかった

3）。職場で更年期障害に関する情報を

提供していると回答したのは 20％に

留まり、85％が職場でこの情報を提

供してもらいたいと回答した 3）。更年

期障害に関する情報提供や受診勧奨

を、職場でも推進していく必要性が

示唆された。 

Hardy Cらによる 2018年英国での

職場介入によるランダム化比較試験

では、ホットフラッシュや寝汗（HFNS）

で悩む就労女性に自己管理型認知行

動プログラムの小冊子を利用したと

ころ、対照群に比べて、HFNS による

問題評価スコアは、6 週後(  −1.49; 

95% CI, −2.11 to −0.86; P < 0.001)、
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20週後 (−1.09; 95% CI, −1.87 to 

−0.31; P < 0.01)で有意に改善した

30）。小冊子の内容について、以下に

示す。：更年期と HFNS についての心

理教育（Psychoeducation）、更年期の

身体的・心理的変化の理解、HFNS が

起こるメカニズムとそれに対する捉

え方の見直し、ストレス管理、ストレ

スが症状を増悪させるメカニズム、

ストレス軽減のためのアプローチ

（例：リラクゼーション、計画性）、

呼吸法とリラクゼーション、ホット

フラッシュの発症時に有効な呼吸・

筋弛緩法、音声付き CDでの実践サポ

ートあり、認知と行動の再構成、ネガ

ティブな思考の特定と「思考の再評

価」、行動の変化を通じた自己効力感

の向上、個別のゴール設定と週ごと

の振り返り課題について、情報提供

やワークシートを収載している。「更

年期」という単語を表紙から削除し

抵抗感を軽減する工夫、アドバイザ

リーチームによるデザインと実用性

の工夫も行っている 30）。短期間で指

導無しの小冊子での職場での教育で

も、更年期症状を改善し、仕事への影

響を軽減できる可能性を示唆した。 

Bariola Eらによる 2017年オース

トラリアでの横断研究では、職場の

温度を制御できること（β = -0.11、

P = 0.02）は、更年期症状の報告率が

低いことと独立して関連していた 10）。

更年期症状のコントロールには、職

場温度の自由な調整が有効である可

能性が示された。 

Geukes Mらによる 2023年オランダ

での非ランダム化試験では、更年期

による仕事への影響に関するワーク

ショップに参加した産業医が自身の

担当する職場で部門ごとの上司と女

性労働者、管理職と人事スタッフを

対象に教育ワークショップを実施し

たところ、介入 12週間後、症状管理

に対する自己効力感（ CDSES-33 で

測定）は介入群の方が対照群よりも

高くなった（それぞれ 6.52（SD 1.45）

対 5.84（SD 1.51）、調整平均値の差

は 0.75（95%CI 0.03-1.46、p = 0.040））

13）。介入群の女性は更年期に関する知

識について平均 7.5 点を付けたが、

これはベースライン調整後、対照群

よりも 0.7点高かった（95％CI 0.26-

1.15、p  = 0.002）13）。当事者への教

育によって、更年期による仕事の課

題を改善するために職場環境調整を

行う自信（自己効力感）を持てるよう

になる。この際、職場上司にも教育内

容を共有されたことで、オープンな

議論や率直な申し出ができる雰囲気

が醸成された可能性もある。尚、本研

究では、プレ更年期女性の参加促進

には課題が残っているとしている。 

Cronin Cらによるデジタル介入を

模索した複数国にまたがる質的研究
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では、デジタル介入（症状、運動、食

事、月経周期、睡眠、気分など、様々

な指標を追跡）によって、潜在的な傾

向を特定し、ライフスタイルの変更

や介入の意思決定を支援するための

フィードバックを当事者に提供でき

る可能性が示唆された 22）。 

Schei TSらによる 2024年英国の後

ろ向き観察研究では、雇用主が提供

するデジタル更年期健康アプリケー

ションを利用したユーザーは、時間

の経過とともに更年期症状の重症度

が大幅に減少した 33）。アプリのサー

ビス内容を示す 33）。：専門家によるチ

ャットやビデオ通話の個別サポート、

セルフモニタリング機能、教育コン

テンツの提供、生活習慣改善の提案、

職場サポートにも対応（マネージャ

ーへの教育コンテンツ）。就労女性の

更年期症状管理において、個別化さ

れたデジタルソリューションの有用

性が示唆された。 

Kalmbach DA らによる 2019年米国

での更年期の不眠症に対するランダ

ム化比較試験では、不眠症の重症度

ISIスコアは、睡眠衛生教育による介

入に比べて、睡眠制限療法による介

入で平均 6.56 ポイント減少（ p 

< .001）、認知行動療法による介入で

平均 7.70ポイント減少（p < .001）

し、有意に大きな改善を示した 24）。認

知行動療法では、治療後 54%、6か月

後 84%が寛解と最も高い寛解率を示

した 24）。仕事のパフォーマンスにお

いても、認知行動療法と睡眠制限療

法の両群で WPAI スコア（ Work 

Productivity and Activity 

Impairment）が有意に改善し、特に疲

労感の軽減、活力の向上、眠気の減少、

仕事の生産性の改善が見られた 24）。

加えて、認知行動療法では、感情的な

健康と身体的・感情的問題への回復

力が有意に改善された 24）。6か月後の

平均睡眠時間の増加は、認知行動療

法群で最も大きく、他の群に比べ 40

〜43 分長くなった 24）。更年期の睡眠

障害に対しては、認知行動療法をは

じめとした医療的介入が効果的であ

り、職場から当事者に適切な受療を

促す重要性が示唆された。 

Geukes Mらによる 2019年後ろ向き

コホートパイロット研究では、更年

期クリニック初診後 3-9 か月後、仕

事能力 WAI スコアの中央値が約 4 ポ

イント向上し（初診時 M = 30.73, 

SD = 6.42 、 追 跡 時  M = 34.86, 

SD = 5.98）、仕事能力の改善が認め

られた 29）。更年期症状を緩和する治

療は、更年期症状の改善と仕事能力

の向上につながる可能性があり、職

場でも積極的な受診勧奨が望まれる

ことが示唆された。 

Hobson Gらによる 2024年英国での

質的研究では、脳の霧（記憶力低下）、
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夜間の発汗、集中困難、不安、筋肉痛

といった更年期症状に対して、ホル

モン補充療法をめぐる主治医とのや

り取りの課題について報告された 41）。

具体的には、ホルモン補充療法を希

望しても副作用等のリスクの懸念か

ら処方を忌避されたり、抗うつ薬を

優先的にすすめられたりすることも

あった 41）。更年期症状に対して適切

な受療（専門医・専門医療機関を受診）

ができるような支援の必要性が示唆

された。 

Griffiths Aらによる 2013年英国

での横断研究では、更年期症状があ

る際に仕事を続けながら個人が行っ

ている対処法として最も有効とされ

た戦略は「涼しくするための行動

（例：扇風機をつける、窓を開ける、

外に出る）」（95.5%）であった 5）。次

いで、「更年期を迎えている、または

更年期を経験した他の女性と話す」

（93.5%）、「適切な衣服（重ね着）を

着用する」（92.4%）、「元気をだそう/

物事を前向きに見るようにする」

（92.3%）、「更年期についての詳しい

情報を得る」（91.2%）も有用と評価さ

れた。一方で、「働き方の変更（例：

フレックスタイム勤務/勤務時間の

短縮）」（56.3%）、「仕事を休む」（54.4%）

は、比較的役立つと感じる割合が低

かった 5）。当事者自身が環境調整や前

向きな姿勢を維持し、周囲とのコミ

ュニケーションをとれるよう支援す

ることの重要性が示唆された。 

 

・ 経験を共有できるツールや研修 

Cronin Cらによるデジタル介入を

模索した複数国にまたがる質的研究

では、デジタル介入（アプリやチャッ

ト）による他者と交流によって、他者

から学び、孤立感や孤独感を感じる

ことなく、更年期に関する現実世界

の経験に共感する可能性のあること

が報告されている 22）。 

Edwards ALらによるポッドキャス

トを用いた更年期経験の共有に関す

る質的研究では、女性が更年期障害

の経験について学び、女性コミュニ

ティへの帰属意識を高め、自分の人

生を変える力を得るのに役立ったこ

とを報告した 34）。ポッドキャストを

通じてストーリーを共有することは、

女性を教育し、更年期障害に関連す

る広範な偏見を軽減するための、ア

クセスしやすく影響力のある媒体と

なる可能性が示唆された 34）。 

Hobson Gらによる 2024年英国での

質的研究では、職場内での更年期に

関するサポートを目的とした非公式

な交流の場として、メノポーズカフ

ェを設置し、自由に自分の経験を共

有し心理的な支えを提供しあうこと

の有用性が報告された 41）。職場で更

年期に関するピアサポートの場を設
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ける必要性が示唆された。 

 

・ 更年期を含む健康をオープンに議論

できる雰囲気や組織風土 

Viotti Sらによる 2020年イタリア

での横断調査では、更年期女性では

健康志向の組織風土が作業能力に有

意な正の影響を及ぼすこと（β = 

0.12、p = 0.0001）が示された 46）。

尚、使用された尺度は Gragnano ら

（2017）による Work–Health Balance 

Questionnaireで、健康志向の組織風

土のサブスケールは、「スタッフの健

康はこの組織にとって優先事項であ

る。」「組織のトップマネジメントは

従業員の健康に配慮している。」「職

場の環境は、従業員が健康的に働け

るよう配慮されている。」「健康問題

について従業員が安心して話せる環

境がある。」「組織は従業員の健康保

持・増進のための取り組みを行って

いる。」の 5項目である。健康に前向

きな風土があると、更年期症状があ

っても労働能力向上する可能性が示

唆された。 

Beck Vらによる 2020年英国での横

断研究では、45.8%が職場で自分の更

年期について開示したと回答した 6）。

また、大多数が職場で更年期の情報

が提供されることを希望しているに

もかかわらず、職場で更年期に関す

る情報が提供されていると答えたの

は 20%未満であった 6）。職場での更年

期に関するタブーをなくす必要性が

強調されていた。 

Targett Rらによる 2022年での自

治体職員を対象とした質問紙調査で

は、民族性でのタブーの違いがある

という可能性が示され、更年期を経

験する労働者が結果として恥ずかし

さを感じないように、職場で更年期

についてよりオープンに教育する必

要があることが提言されている 3)。 

Cronin Cらによる 2024年の組織に

関するケーススタディでは、従業員

が普段から同僚や上司の両方からサ

ポートを受けていると感じ、47%が

「仕事上の問題についてはいつでも

上司に相談できる」と回答している

ような組織であっても、更年期に関

連する問題について従業員からサポ

ートを求められた経験があると答え

た上司はわずか 6%にとどまったこと

が報告された 4)。組織に「更年期につ

いては我慢するしかない」という文

化が存在することがあり、職場で更

年期についての会話を促進する必要

性が提言されている 4)。 

Schei TSらによる 2023年イギリス

での後ろ向き観察研究では、本人が

更年期症状を直属の上司に伝えるこ

とへの自信があることは、仕事を減

らしたい/辞めたい考えを持つ可能

性を弱める (B -0.21, OR 0.81, 
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95%CI 0.68-0.98, t -2.19, p 

<0.001)一方で、欠勤の可能性は高ま

る(B 0.36, OR 1.43, 95%CI 1.30-

1.57, t 7.36, p <0.001) 可能性が

示された 12）。自分の更年期の状態を

オープンにできる職場環境であれば、

仕事を辞めずに済み、症状悪化で必

要なときに休みも取りやすい、と期

待する。 

Hammam RAらによる 2012年エジプ

トでの質的研究では、27.5%が職場で

更年期障害の状態や症状を明らかに

していたが、72.5%は明らかにしてい

なかった 21）。開示の相手としては職

場の同僚が好まれたが、管理者/監督

者は好まれなかった 21）。開示する主

な理由は、他の人と経験を共有する

こと（100%）であり、気分が良くなる

（33.3%）、行動の変化/パフォーマン

スの低下を正当化すること（33.3%）

は高くなかった 21）。開示しない主な

理由として、限られた時間/仕事の過

負荷（ 46.3%）と社会文化的障壁

（45.3%）が挙がった 21）。健康につい

て経験を共有するような風土の醸成

が、更年期症状の開示につながる可

能性が示唆された。 

Adelekan-Kamara Y らによる 2023

年英国の質的研究では、職場の更年

期体験の改善には、更年期特有の調

整、オープンな文化の向上、更年期へ

の意識、共感、そして体系的な職場方

針という要素が不可欠であることが

報告された 27）。特に、更年期に関する

タブーの存在は、社会的な偏見と、男

性同僚との更年期に関する不快感に

起因し、このタブーは社会全体に蔓

延し職場の組織文化にも根付いてい

るという状況を報告した 27）。また一

方で、当事者も高い生産性を維持し

なければならないという個人の信念

や職務の性質によって（例えば、医師

は自己犠牲的なスーパーヒーロー精

神によって自身のセルフケアへのア

クセスを妨げている）、沈黙の文化が

促進され、個人の限界や燃え尽き症

候群を無視してしまう状況も報告さ

れた 27）。更年期に関するオープンな

議論のためには、社会的及び組織的

な方針樹立や風土醸成が必要である

と考えられる。 

Brown Sらによる 2023年英国での

女性救急隊員を対象とした質的研究

では、更年期障害を持つ女性就労者

にとっての共感力のある同僚の価値

について報告された 38）。また、上司や

同僚からのジョークや個人的状況を

軽んじるようなユーモアによってホ

ットフラッシュなどの恥ずかしい症

状の悪化があり、職場の者たちが思

いやりと尊厳をもって接する必要性

が報告された 38）。 
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テーマ２. 特に支援が必要な更年期症状 

特に支援が必要な症状としては、いか

が挙がった。 

・ 重度な更年期症状 

Alzueta Eらによる 2024年米国で

の横断研究では、更年期症状の重症

度は、精神的消耗 (P < 0.001)、仕事

への関与の低下 (P < 0.001)、およ

び離職意向の増加 (P = 0.03) を有

意に予測することが報告された 8）。 

Schei TSらによる 2023年イギリス

での後ろ向き観察研究では、更年期

症状の重症度が高いと、仕事を減ら

したい/辞めたい考えを持つ可能性

が高まり(B 0.05, OR 1.05, 95%CI 

1.03-1.07, t 6.27, p <0.001)、欠

勤の可能性も高まる(B 0.03, OR 

1.03, 95%CI 1.03-1.04, t 7.99, p 

<0.001)ことが示された 12）。 

Geukes Mらによる 2012年オランダ

での横断研究では、更年期症状 GCSス

コアと仕事能力 WAI スコアには、有

意な負の相関（r = -0.58, P < 0.01）

が見られ、つまり、更年期症状が重い

ほど仕事能力は低くなる傾向が報告

された 28）。 

Ishimaru Tらによる 2023年日本で

の横断研究では、重度の更年期症状

を有する女性は、症状のない女性と

比較して、プレゼンティーイズムの

オッズが 12.18倍（95%CI 9.09-16.33、

P < 0.001）高かった 48) 

 

・ ホットフラッシュ 

Brown Sらによる 2023年英国での

女性救急隊員を対象とした質的研究

では、最前線で働く救急隊員にとっ

ては、トイレ、更衣室、シャワー室へ

の定期的なアクセスは、特に重度の

出血や激しいほてりを経験している

際に重要な問題であることが判明し

た 38）。特に、制服や個人防護具の着

用、救急車内の温度管理の欠如また

は不具合は、ほてりの症状を悪化さ

せることを報告した 38）。 

Park MKらによる 2008年日本での

実証研究では、中等度以上の更年期

ホットフラッシュを経験している女

性に精神的負荷のあるタスクを曝露

したところ、タスクなし群よりもホ

ットフラッシュの発生率が上がった

43）。タスクの認知パフォーマンスにつ

いては、ホットフラッシュの前・最

中・後で、正答率および反応時間に有

意差はなかったが、Task 中にホット

フラッシュを経験した 10 名のうち 2

名の正答率が著しく低下した 43）。精

神的負荷（特に時間的制約のある状

況）は、ホットフラッシュのリスク要

因となる可能性がある。一部の人で

はホットフラッシュによる認知的な

障害によって業務に支障をきたすこ

とがあることが示唆された。 

Griffiths Aらによる 2013年英国
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での横断研究では、ホットフラッシ

ュを経験していた参加者の、症状継

続期間は平均 3.45 年間であった 5）。

職場で経験したホットフラッシュの

平均回数は 3.43回、24 時間あたりの

ホットフラッシュの平均回数は 6.32

回でした 5）。暑いまたは換気の悪い職

場（71.3%）、あるいは正式な会議で働

いているとき（62.8%）の方が、ホッ

トフラッシュに対処するのが困難で

あったと報告した 5）。 

 

・ 疲労 

 Brown Sらによる 2023年英国での

女性救急隊員を対象とした質的研究

では、最前線の現場に従事する参加

者全員が、更年期による疲労感や「脳

のもやもや」による医療安全上の懸

念を表明した 38）。更年期による疲労

の自覚によって、安心して就労でき

ない場合がある。 

Verburgh Mらによる 2024年オラン

ダでの質的研究では、中年女性たち

の、労働に関連した自身の健康に関

する認識においては「疲労」が中心的

なテーマであることが明らかとなっ

た 40）。特に、身体的・精神的な限界に

達したときに深刻な疲労（慢性的な

疲れ、集中力の低下、イライラ感の増

加）を感じると報告した 40）。 

 

 

・ 関節痛 

D'Angelo Sらによる 2022年英国で

の横断研究では、研究結果で判明し

たリスク要因を相互に調整したとこ

ろ、職場での対処の難しさを報告す

るリスクが高い更年期障害は、激し

い頭痛、関節痛、心理的症状であるこ

とが示された 19）。 

 

・ メンタルヘルス不調 

Oude Hengel らによる 2023年オラ

ンダでの横断調査では、更年期症状

を時々経験する女性 (OR = 3.20、

95 % CI 1.77: 5.79) と頻繁に経験

する女性 (OR = 6.07、95 % CI 3.25: 

11.31) は、症状のない女性に比べて

精神的に疲弊している可能性が高か

った 1）。更年期障害を有する女性に対

するメンタルヘルス対策支援の強化

の必要性が示唆された。 

D'Angelo Sらによる 2022年英国での

横断研究では、CESD スコアでうつ病

と診断された女性(RR 1.87, p＜

0.001)では、就労中の更年期障害の

対処において中等度/重度の問題が

あると回答する傾向があった 19）。ま

た、研究結果で判明したリスク要因

を相互に調整したところ、職場での

対処の難しさを報告するリスクが高

い更年期障害は、激しい頭痛、関節痛、

心理的症状であることが示された 19）。 

Geukes Mらによる 2012年オランダ
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での横断研究では、更年期症状 GCSス

コアと仕事能力 WAI スコアには、有

意な負の相関（r = -0.58, P < 0.01）

が見られ、つまり、更年期症状が重い

ほど、仕事能力は低くなる傾向が報

告された 28）。特に、心理的症状が、仕

事能力に最も悪影響を与えていた

（β = -0.45）28）。 

Asiamah N らによる 2024年イギリ

スによる横断研究では、更年期症状

と心身医学的因子の間には相互作用

が認められた 39）。更年期症状と仕事

満足度の負の相関の強さは、睡眠の

質（β = 0.05; t = 0.48; p > 0.05）

によって弱められたが、不安（β = -

0.22; t = -2.28; p < 0.05）と抑う

つ（β = -0.24; t = -2.16; p < 0.05）

によって強められた 39）。 

Ishimaru Tらによる 2023年日本で

の横断研究では、心理的症状を有す

る参加者では、心理的症状がない参

加者に比べて、プレゼンティーイズ

ムが有意に高かった（重度：OR 9.18、

95%CI 6.60-12.78、P < 0.001）48)。

しかし、心理的症状をコントロール

した後では、身体症状および泌尿器

症状とプレゼンティーイズムの間に

有意な関連は認められなかった 48)。 

Dibonaventura MDらによる 2012年

米国での横断研究では、更年期女性

において、うつ病を経験している女

性は、うつ病を経験していない女性

に比べて、SF-8 の精神的健康スコア 

(39.66 vs 50.85、P < .05) および

SF-8の身体的健康スコア (44.05 vs 

46.38、P < .05)が有意に低かった 49）。

同様に、健康上の理由による欠勤

(5.31% vs 2.80%、P < .05)、仕事中

のパフォーマンス低下 (25.00% vs 

14.32%、P < .05)の発生率は、うつ病

を経験している女性の方が高かった

49）。 

 

・ 激しい頭痛 

D'Angelo Sらによる 2022年英国で

の横断研究では、研究結果で判明し

たリスク要因を相互に調整したとこ

ろ、職場での対処の難しさを報告す

るリスクが高い更年期障害は、激し

い頭痛、関節痛、心理的症状であるこ

とが示された 19）。 

 

・ 症状が多い 

D'Angelo Sらによる 2022年英国で

の横断研究では、就労中の更年期障

害の対処において中等度/重度の問

題があると回答する女性ほど、症状

数が多い傾向があった 19）。 

 

・ 健康に関して自己評価が低い 

 D'Angelo Sらによる 2022年英国で

の横断研究では、自身の健康状態を

低く評価している女性 (RR 1.55, 

p=0.08)では、就労中の更年期障害の



23 
 

対処において中等度/重度の問題が

あると回答する傾向があった 19）。 

 

テーマ３. 特に支援が必要な対象の絞り

込み 

特に支援が必要な対象としては、以下

が挙がった。 

・ 女性管理職 

Matsuzaki Kらによる 2014年日本

での看護師を対象とした横断研究で

は、更年期症状の合計得点および症

状クラスター得点（心理的要因、身体

的要因、血管運動性要因、性的要因）

では、管理職看護師と一般看護師の

間で有意差は認められなかった 26)。

一方で、気分の落ち込みや憂鬱感

Feeling unhappy or depressed

（p=0.002）、涙もろさ Crying spells

（p=0.022）という 2 つの更年期症状

での申告の割合は、管理職看護師で

有意に高かった 26)。管理職の看護師

は、例えば医療事故への対応など精

神的ストレスや、人材管理に対する

責務などを負っている 26)。強いスト

レスや職責を負う管理職は、更年期

障害を含む健康管理を特に支援すべ

き対象である可能性が示唆された。 

 

・ 燃え尽き症候群のリスクがある 

Converso Dらによる 2019年オラン

ダでの横断研究では、更年期症状の

スコアが高いほど、燃え尽き症候群

の情緒的消耗（emotional exhaustion）

のスコアも高くなるという有意な正

の関連が示された 11）。燃え尽き症候

群のリスクが高い状況の労働者に対

する、更年期症状の悪化防止を踏ま

えた支援の必要性が示唆された。 

 

・ 作業内容、職種 

Assadi SNらによる 2014年イラン

での病院職員を対象とした後ろ向き

コホート研究では、更年期症状の頻

度について、臨床スタッフでは事務

職 員 に 比 べ て 、 ほ て り ・ 発 汗

(p=0.018)、不安・易刺激性(p=0)の頻

度が有意に高かった 23）。各症状の重

症度について、臨床スタッフでは事

務職員に比べて、ほてり・発汗、心臓

障害、睡眠障害、うつ病、不安・易刺

激性、精神的および肉体的疲労、膀胱

障害、筋骨格関節の問題の重症度ス

コアは高かったが、その差は統計的

に有意ではなかった 23）。職業上の危

険因子によっては、更年期症状のリ

スクが高い可能性が示唆された。 

Kiss Pらによる 2024年ベルギーの

横断研究では、閉経期の就労女性で

は、身体的負荷が高いと仕事後の回

復の必要性（NFR）が高かった（OR 1.17, 

95% CI 1.08–1.28, p <0.001）37)。ま

た、認知的負担が高い業務（難しい作

業、持続的な集中を必要とする作業）

に従事している者でも仕事後の回復
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の必要性（NFR）が高かった（OR 1.17, 

95% CI 1.09–1.26, p <0.001）37)。身

体的負荷の高い作業や持続的な集中

が必要な作業に従事している更年期

女性には、セルフケアの充実の必要

性があることが示唆された。 

一方で、D'Angelo Sらによる 2022

年英国での横断研究では、職種グル

ープや身体活動量、身体的負担の大

きい作業、シフト勤務・夜勤の有無で、

職場における更年期症状への対処の

困難さに差を認めなかった 19)。身体

的な強度が高い職種や作業者に対す

る支援や配慮を検討しがちであるが、

支援不要なグループを決めつけずに

職場全体での対応を検討する必要性

があると考えられた。 

 

・ 交代制夜勤 

Brown S らによる 2023年英国での

女性救急隊員を対象とした質的研究

では、仕事への影響として、夜勤、12

時間勤務、フルタイム勤務といった

シフトパターンが問題となる可能性

が報告された 38）。 

Stock D らによる 2019年米国での

前向きコホート研究では、過去 2 年

間に 20ヶ月以上交代制夜勤に従事し

た女性は、交代制夜勤に従事しなか

った女性と比較して、早期閉経のリ

スクが上昇した 20）。点推定値は、10～

19 か月の交代制夜勤に従事した女

性で最大となり  (multivariable-

adjusted (MV) HR: 1.11, 95% CI: 

1.01–1.21)、20 か月以上の場合と同

程度であった (MV HR: 1.09, 95% 

CI: 1.02–1.16) 20）。この最高曝露レ

ベルは、45 歳未満の女性で早期閉経

とより強く関連していた (MV HR: 

1.25; 95% CI: 1.08–1.46) 20）。また、

累積 10年以上の交代制夜勤は、45歳

未満で閉経を迎えた女性の閉経リス

クの上昇とも関連していた (MV-

HR10–19 years = 1.22, 95% CI: 

1.03–1.44; MV-HR≥20 years = 1.73, 

95% CI: 0.90–3.35) 20）。ただし、こ

の結果に影響している、交代制夜勤

の過酷な勤務スケジュールに伴う疲

労やストレスの程度や、概日リズム

の乱れの程度は、不明である。閉経が

早期化する傾向がある女性労働者は、

昼勤と夜勤を組み合わせた勤務スケ

ジュールによって生殖寿命をさらに

短縮する可能性があるため、留意す

る必要がある。また、交代制夜勤を行

う職場では、若年女性労働者にも更

年期に関する教育を十分に行い、疾

患や職務への理解を深めることが望

まれる。 

Sawamotoらによる 2024年日本での

横断研究では、週 1〜3回の頻度で夜

勤がある人は、夜勤がほとんどない

人に比べて、更年期症状が中等度以

上であるリスクが約 1.9 倍と有意に
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高かった（OR 1.93, 95%CI: 1.05-

3.55, P=0.033）35）。症状悪化の際は、

一時的に夜勤への従事を制限するこ

とが症状コントロールに寄与する可

能性もある。 

 

・ 通勤時間 

 Sawamotoらによる 2024年日本での

横断研究では、通勤時間が 1 時間以

上の人は、30 分未満の人に比べて、

更年期症状が中等度以上の可能性が

約 1.5 倍、周辺的に有意に高かった

（ OR 1.50, 95%CI: 0.96-2.34, 

P=0.074）35）。更年期症状が強い場合

などのケースによっては、ラッシュ

を避けた時差出勤、自家用車での通

勤の許可、テレワークの許可、といっ

た職場からの配慮があると症状コン

トロールに寄与する可能性もある。 

 

・ 仕事への不安 

 D'Angelo Sらによる 2022年英国で

の横断研究では、仕事で不安を感じ

る(RR 1.91, p<0.001)と、仕事のこと

で よ く 心 配 す る 者 (RR 2.16, 

p<0.001)では、就労中の更年期障害

の対処において中等度/重度の問題

があると回答する傾向があった 19）。 

 

・ 仕事への不満 

D'Angelo Sらによる 2022年英国で

の横断研究では、ほとんど感謝され

ていない（仕事で評価されていない）

と感じる者(RR 1.88, p=0.03)、仕事

に不満がある者（RR 2.13, p=0.002）

では、就労中の更年期障害の対処に

おいて中等度/重度の問題があると

回答する傾向があった 19）。 

 

・ ワークライフバランス 

Kiss Pらによる 2024年ベルギーの

横断研究では、閉経期の就労女性で

は、ワークライフバランスがよい群

に比較して、ワークライフバランス

が悪い群では仕事後の回復の必要性

（NFR）が高くなるリスクは約 8倍で

あった（OR 7.89, 95% CI 4.32–14.39, 

p < 0.001）37)。ワークライフバラン

スが悪い更年期障害を持つ女性には、

特にセルフケアの教育や情報提供を

行い、効率的な仕事後の回復を促す

必要性が示唆された。 

Viotti Sらによる 2020年イタリア

での横断調査では、更年期女性では

Family-work conflictが作業能力に

有意な負の影響を及ぼすこと（β = 

−0.21、p = 0.0001）が示された 46）。 

 

・ 神経多様性（ASD、ADHD、ディスクレ

シア、トゥレット症候群） 

Gottardello D らによる神経多様

性と更年期障害を持つ労働者を対象

とした 2024年の質的研究では、感情

の混乱や否定的な感情体験、不安や
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うつ、集中力の低下、疲労、不眠症状

が悪化したり、予測不可能な状況へ

の対処するためのルーティンや計画

が更年期症状で台無しになったり、

誤解や対立が増加し職場の人間関係

が悪化したことが語られた 9）。神経多

様性を持つ労働者は、更年期障害に

よって既存の課題が悪化しやすく、

特に早期から支援する必要性が示さ

れた。 

 

・ 経済的な困窮や問題 

D'Angelo Sらによる 2022年英国で

の横断研究では、経済的に困窮して

いる者(RR 1.58, p=0.002)と、扶養家

族がいる者(RR 1.62, p=0.005)では、

就労中の更年期障害の対処において

中等度/重度の問題があると回答す

る傾向があった 19）。低所得者や大黒

柱となっている女性では、仕事にお

ける更年期障害への対処に支援が必

要となりやすい可能性が示唆された。 

 

・ 支援が必要なのはあくまでも一時期

に過ぎない 

 Hickey Mらによる 2017年オースト

ラリアでの横断研究では、閉経前女

性・閉経周辺期（更年期）・閉経後の

各段階について、仕事への関与、組織

へのコミットメント、仕事の満足度、

仕事の限界、上司からのサポートの

認識と有意な関連がなかった 16）。閉

経後女性は、閉経前および閉経周辺

期の女性よりも、精神健康スコアが

有意に高く、離職意向が有意に低い

ことが示された 16）。更年期の症状や、

仕事への支障は一時的なものであり、

それを超えれば就労継続しやすくな

る。更年期に対する支援は、あくまで

も労働者の職業人生の一時期に必要

なことである（永続的ではない）を念

頭に、職場は積極的に対応する必要

性が示唆された。 
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Ｄ．考察 

 本研究により更年期症状を経験してい

る女性労働者に対する具体的な職場支援

のニーズが明らかになったものの、エビ

デンスレベルにはばらつきがみられた。 

更年期による働きにくさの経験は個人

差が大きいため、職場は申し出をしやす

い環境を整備するとともに、特に支援や

配慮が必要な状況を理解することが重要

である。 

今後は、我が国における職場における

支援策の実践とその評価を通じて、さら

なる女性労働者の健康保持増進を目指す

べきである。 

 

Ｅ．結論 

本レビュー研究では、更年期症状と職

業生活との関連に関する国内外の文献を

網羅的に収集・整理し、職場における更年

期支援の必要性とその方向性について考

察を行った。更年期に伴う身体的・精神的

症状は、集中力低下、睡眠障害、感情の不

安定さ、体温調節の困難など多岐にわた

り、就業継続や労働生産性に重大な影響

を及ぼすことが繰り返し報告されている。

特に、支援の不足や職場文化による沈黙

の圧力が、症状の悪化や離職リスクの増

加に繋がるという知見は、国を問わず共

通して確認された。その一方で、企業や公

的機関における「更年期への気づき」や

「制度的整備」「柔軟な就労環境の提供」

「上司・同僚の理解促進」などの支援策が、

女性労働者の心理的安心感や就業継続意

欲の向上に寄与することも明らかになっ

ている。とくに海外では、就業年齢層にお

ける健康支援の一環として更年期施策を

制度化する動きもあり、日本においても

産業保健の枠組みの中で積極的な導入が

期待される。今後の課題としては、職場に

おけるジェンダー配慮を前提とした健康

支援策の構築と、管理職および産業保健

職への教育・啓発活動の強化が挙げられ

る。また、更年期支援に関する科学的根拠

を蓄積し、個別症状に応じた多様な支援

策を柔軟に適用できる体制の整備が必要

である。更年期は一過性の生理的変化で

あるが、その影響を受ける人口規模と労

働市場への影響を考慮すれば、社会的・経

済的な視点からも持続的な対策が求めら

れる。 
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